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要旨：現在，非線形有限要素解析のコンクリートの材料モデルとして標準的に用いられている分散ひび割れ

モデルでは，ひび割れ幅を直接求めることができず，ひび割れ幅を求めるためにはひび割れ間隔を別途仮定

する必要がある。本検討では，一軸引張を受ける鉄筋コンクリート部材のモデルに鉄筋とコンクリート間の

付着応力－すべり－鉄筋ひずみ関係式（τ－s－ε式）を用いて，初期ひび割れ状態から定常ひび割れ状態に

至るまでの鉄筋軸方向のひずみの増加に応じたひび割れ間隔の変化を試算した。その試算結果を両引き試験

結果と比較するとともに，梁部材の有限要素解析事例に適用した。 
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1. はじめに 

 非線形有限要素解析によれば，従来の線材モデルを用

いた構造解析による評価に比べて形状や材料，作用に応

じた構造物の精緻な応答を求めることができる。土木学

会コンクリート標準示方書の設計編（以降，学会示方書）

1）においては 2012 年の改定の際に非線形有限要素解析

による照査の標準が示され，原子力土木構造物 2）や鉄道

構造物 3）等の技術基準にもその取扱いが記載されている

ように，設計の合理化のために積極的な活用が進められ

ている。 

非線形有限要素解析は支持条件や荷重条件に応じた

耐力を適切に求められる利点から部材の破壊に対する評

価への適用が進んでいるが，構造物設計における標準的

な構造解析手法として用いていくためには，損傷が生じ

る状態のみならず使用状態に対する耐久性や使用性の照

査における評価方法の整理が必要と考えられる。 

 従来から行われてきた断面照査において，鋼材腐食に

対する耐久性の検討や使用性の外観に対する照査は，ひ

び割れ幅を指標として行われてきた 1）。一方，非線形有

限要素解析の学会示方書における鉄筋コンクリートの標

準的な材料モデルは，鉄筋とコンクリートとの一体性を

前提とする分散ひび割れモデルであるが，このひび割れ

モデルはコンクリートにはひび割れが発生することを前

提に図－1(a)に示すように変位が不連続に変化するひび

割れ変位をある領域で平均化して扱うことで連続体力学

の範疇でひび割れを扱えるようにしたものであるため，

ひび割れ幅を直接求めることができない。そのため，分

散ひび割れモデルを用いた解析でひび割れ幅を算出する

場合には，ひび割れ間隔 Lを別途仮定し，ひび割れの発

生が予想される部位のひずみに対して積分することで，

ひび割れ幅を算出する方法が取られる。 

 

（a）分散ひび割れモデル （b）離散ひび割れモデル 

図－1  ひび割れのモデル化 1） 

 

鉄筋コンクリート部材の曲げひび割れの進展におい

て，ひび割れ間隔 Lは，ひび割れ発生からひび割れ定常

状態に至るまでに新たなひび割れ発生により狭く変化し

ていく。一方，ひび割れ幅の算定式の中で得られる最大

ひび割れ間隔は，新たな曲げひび割れが発生しない定常

ひび割れ状態での間隔を表したものである 4）,5）。引張力

を受ける鉄筋の周辺に生じるひび割れの幅を精緻に求め

るためには，引張力の増加に応じたひび割れ間隔の変化

を考慮することが望ましい。 

そこで本検討では，一軸引張を受ける鉄筋コンクリー

ト部材のモデルに鉄筋とコンクリート間の付着応力－す

べり－鉄筋ひずみ関係式（τ－s－ε式）を適用して，引張

鉄筋のひずみの増加に応じたひび割れ間隔の変化を試算

した。ひび割れ間隔の算出結果を，両引き試験結果と比

較するとともに，単純梁の非線形有限要素解析事例に適

用し，ひび割れ幅を試算した。 

 

2. 付着応力分布に基づくひび割れ間隔の変化の算出 

2.1 学会示方書における最大ひび割れ間隔の算定式 

 学会示方書 1）においては式(1)に示すように，最大ひび

割れ間隔を求める項にひずみを掛け合わせることでひび

割れ幅 w を求めている。 

 𝑤 = 1.1𝑘1𝑘2𝑘3{4𝑐 + 0.7(𝑐𝑠 −𝜑)} [
𝜎𝑠𝑒

𝐸𝑠
+ 𝜀′𝑐𝑠𝑑]      (1) 

*1 （株）HRC 研究所 鉄道構造技術部 修士(工学) (正会員) 

*2 北海学園大学 工学部教授 博士(工学) (正会員) 

*3 鹿島建設（株） 技術研究所  修士(工学) (正会員) 

 コンクリート工学年次論文集，Vol.46，No.2，2024

- 37 -



ここに，𝑘1：鋼材の表面形状がひび割れ幅に及ぼす影響

を表す係数で，異形鉄筋の場合に 1.0，𝑘2：コンクリート

の品質がひび割れ幅に及ぼす係数，𝑘3：引張鋼材の段数

の影響を表す係数，𝑐：かぶり(mm)，𝑐𝑠：鋼材の中心間隔

(mm)，𝜑：鋼材径(mm)，𝜎𝑠𝑒：鋼材位置のコンクリートの

応力度が 0 の状態からの鉄筋応力度の増加量(N/mm2)，

𝐸𝑠：鋼材のヤング係数，𝜀′𝑐𝑠𝑑：コンクリートの収縮およ

びクリープ等によるひび割れ幅の増加を考慮するための

数値である。  

 ここでの最大ひび割れ間隔は，定常ひび割れ状態での

間隔を表したものである。 

2.2 試算に用いるモデル 

本検討では，図－2 に示す両引きのモデルを用いて，

ひび割れ間隔の変化について検討する。この解析モデル

は，1 本の軸方向鉄筋とその周りのコンクリートで構成

されるモデルであり，一軸の引張力により生じた 2 本の

ひび割れ間のブロックを模擬している。このモデル化領

域の両端に等しい引張力を与え，ひび割れ位置に相当す

るコンクリートのブロックの両端部から，ひび割れ間中

央に相当するブロック中央にかけての鉄筋とコンクリー

トの付着応力 τ や，すべり s，鉄筋のひずみ ε等の鉄筋の

軸方向に沿った分布を求める。 

この応力分布の算出に用いる τ－s－ε 式は，島らが提

案したマッシブなコンクリートの中を対象とした τ－s－

ε 関係 6）をもとに，かぶりが薄い条件に適用するように

修正された飯塚ら 7）による式(2)を用いる。島らによる τ

－s－ε式に対しては，ひび割れ近傍における鉄筋とコン

クリートの付着力の低下の影響を付加するための式 8）が

提案されているが，飯塚らによる式はひび割れ近傍の付

着力の低下の影響を含めて定式化されたものである。 

 𝜏 =
√𝑓𝑐

′(ln(1+5𝑠))
3

𝑓(𝜀)
                 (2) 

 ここで， 

 𝑓(𝜀) = 𝛼 ∙ 𝜀′4 + 𝛽 ∙ 𝜀′3 + 𝛾 ∙ 𝜀′2 + 𝜁 ∙ 𝜀′ + 1   

 𝜀′ = 𝜀 × 105   

 𝛼 = 3.0 ∙ 𝑒−1.3𝐶 𝐷⁄ × 10−7  

 𝛽 = −8.7 ∙ 𝑒−0.97𝐶 𝐷⁄ × 10−5  

 𝛾 = 1.3 ∙ 𝑒−𝐶 𝐷⁄ × 10−2  

 𝜁 = −0.040(𝐶 𝐷⁄ )2 + 0.19 𝐶 𝐷⁄ + 0.027 

 𝐶：かぶり(mm) であり，鉄筋の表面とコンクリート 

の表面の最短距離 

 𝐷：鉄筋径(mm) 

 𝑠 = 1000 ∙ 𝑆 𝐷⁄  

 𝑆：すべり量(mm) 

2.3 付着応力，すべり，鉄筋応力分布の試算結果 

式(2)に示した τ－s－ε 関係を用いて図－2 に示す両引

きのモデルの両端に等しい引張力を与えた際の鉄筋の長 

  

図－2  両引きの引張力を受けるモデル 

   

図－3  鉄筋とコンクリート間の付着応力分布の例 

（L=400mm，f’c=29 N/mm2，D32，C/D=1.69） 

 

   

図－4  鉄筋とコンクリート間のすべり分布の例 

（L=400mm，f’c=29 N/mm2，D32，C/D=1.69） 

 

  

図－5  鉄筋の応力分布の例 

（L=400mm，f’c=29 N/mm2，D32，C/D=1.69） 
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手方向の鉄筋とコンクリート間の付着応力分布，すべり

分布，鉄筋の応力分布の例を図－3～図－5に示す。図に

示した分布は，ひび割れ間隔 L=400 mm の場合を例に，

モデルの両端に与える引張力を鉄筋応力 σsが 100 N/mm2

刻みで 50～350 N/mm2とした時について，モデル左端か

らの距離を横軸として示している。また，その他の条件

は 3章で後述する試験結果との比較のために，十川らが

実施した両引き試験 9）の条件を用いて，コンクリートの

強度 f’c=29 N/mm2，鉄筋径 D=31.8 mm（D32），かぶり

C=54mm ，C/D=1.69 とした。 

 図－3 に示す付着応力分布のとおり，ひび割れ間の付

着応力分布はブロック端で大きい。ブロック端に与える

鉄筋の引張応力 σsの増加に対して，付着応力の増加は頭

打ちとなっている。ひび割れ間の中央の位置で付着応力

は 0 となり，この位置を境に付着応力の向きが逆転する。 

 図－4 に示すすべり分布のとおり，ブロック端ですべ

りが大きく，ひび割れ間の中央ですべりが 0 となる。コ

ンクリートの収縮やクリープによるひずみの影響を無視

して考えると，ひび割れ幅は，ひび割れを挟んで両側の

ブロックから鉄筋のすべり出す量と考えられるため，図

に示したブロック端のすべり量を 2 倍した値をひび割れ

幅とみなすことができる。 

 図－5 に示す鉄筋の応力分布のとおり，ブロック端に

与えた鉄筋応力は，付着応力によりコンクリートに伝達

されるため，ひび割れ間の中央に向かって減少する。 

2.4 ひび割れ間隔 L を保持できるブロック端の鉄筋応力 

 図－3 に示した鉄筋とコンクリート間の付着作用によ

ってコンクリートに生じる引張応力の分布を，D32 鉄筋

でブロック端の鉄筋応力が σs=350N/mm2のときを例に図

－6に示す。図に示すコンクリートの引張応力は，図－3

に示した付着応力に鉄筋の周長を掛けることで得られる

コンクリートに伝達される引張力をもとに算出している。

このとき，鉄筋の周りのコンクリートの断面積 Acによっ

てコンクリートの引張応力が異なることから，鉄筋比

p=As/Ac を p=0.5～6 %の間の 5 段階を想定した場合の応

力分布を示している。 

 図－6 より，ブロック端のコンクリートの引張応力は

0 で，ブロック中央の引張応力は鉄筋比が大きいほど引

張力を分担するコンクリートの断面積が相対的に小さい

ため大きい。図中には，コンクリートの引張強度を破線

で示した。ひび割れ間の中央で引張強度を超えた状態で

は，実際には，ひび割れ間に新たにひび割れが生じるこ

とで，ひび割れ間隔 Lを保持できずに間隔が L/2 に減少

してしまう。 

 図－6 のように得られるコンクリートの引張応力分布

をもとに，ブロック端の鉄筋応力を変化させたときのブ

ロック中央で生じるコンクリートの最大引張応力を，  

 

図－6  ブロック端の鉄筋応力 350N/mm2のときの 

コンクリートの応力分布 

（L=400mm，f’c=29 N/mm2，D32，C/D=1.69） 

 

図－7  ブロック端の鉄筋応力とひび割れ間中央に 

生じるコンクリートの最大引張応力の関係 

（L=400mm，f’c=29 N/mm2，D32，C/D=1.69） 

 

図－7 に示す。図－7 中に示した鉄筋比 p ごとの曲線と

引張強度との交点となるブロック端の鉄筋の応力が，ひ

び割れ間隔LとL/2との境界の応力となる。したがって，

このときのブロック端の鉄筋応力が，ひび割れ間隔 Lを

保持できる限界であり，新たなひび割れが発生する前の

ひび割れ間隔 Lは，最大ひび割れ間隔とみなせる。 

2.5 ひび割れ間隔 L とひび割れ間の平均ひずみの関係 

 前節でひび割れ間隔 L=400mm の場合を例に，ひび割

れ間中央でコンクリートが引張強度に達するときのブロ

ック端の鉄筋応力を求めた。これと同様に，ひび割れ間

隔 Lを 800 mm以下の範囲で段階的に変化させて計算す

ることで得られる，ひび割れ間隔 Lとブロック中央でコ

ンクリートが引張強度に達するときのブロック全長（ひ

び割れ間隔 L）の鉄筋の平均ひずみの関係を図－8 に示

す。横軸に示したひび割れ間隔 L内の平均ひずみは，図

－5 に示す鉄筋の応力分布に対応した鉄筋のひずみ分布

をもとに得られるものであり，図－9 に示す非線形有限

要素解析に用いられるコンクリートの引張応力－ひずみ

関係（式(3)）において図－1(a)にも示したとおりひび割

れ変位をある領域で平均化して扱うことに対応している。 
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図－8  ひび割れ間隔とひび割れ間の平均ひずみの関係 

（f’c=29 N/mm2，D32，C/D=1.69） 

 

図－9  鉄筋とコンクリートの付着効果を考慮した 

コンクリートの引張応力－ひずみ関係 1） 

 

 𝜎𝑐̅̅̅ = 𝑓𝑡(𝜀𝑡𝑢 𝜀𝑐̅⁄ )𝑐                 (3) 

ここで，𝜎𝑐̅̅̅：コンクリートの平均引張応力(N/mm2)，𝜀𝑐̅：

コンクリートの平均引張ひずみ，𝑓𝑡：コンクリートの引

張強度 (＝𝛼𝑡 ∙ 𝑓𝑡𝑑)，𝑓𝑡𝑑：コンクリートの引張強度の特性

値 (N/mm2)，𝛼𝑡：引張強度の低減係数(≦1.0)，𝜀𝑡𝑢：ひび

割れ発生ひずみ，𝑐：引張軟化特性を表す係数である。 

 以上のように図－8 に示すようにひび割れ間隔 L を保

持できる限界を求めることで，平均ひずみの増加に対す

るひび割れ間隔 Lの曲線が鉄筋比ごとに求まる。 

 

3. 両引き試験結果との比較 

 2 章に示した付着応力分布に基づくひび割れ間隔の変

化の算出結果を，十川らが実施した両引き試験 9）の結果

と比較する。比較対象とする実験は図－10に示す 140mm

×140mm の断面に D32 が配置された長さ 2500mm の供

試体である。鉄筋には光ファイバが設置され，ひずみが

計測されている。光ファイバの計測システムには，Optical 

Frequency Domain Reflectometry10）(OFDR，光周波数領域

反射計測法)が採用され，空間分解能が 0.6mm，計測間隔

0.6mmでひずみが計測されている。実験における鉄筋降

伏が生じるまでのひび割れ状況を図－11に，鉄筋のひず

み分布の計測結果を図－12に示す。 

 図－11 から得られるひび割れ間隔と，図－12 に示し

た全長 2500mmの鉄筋ひずみの計測値を平均することで

得られる平均ひずみの関係を図－13 に示す。図中には，

平均ひび割れ間隔に加えて，全長 2500mmの中での最大 

 

図－10  両引き試験供試体 9）（寸法単位：mm） 

 

      

（a）σs=93 N/mm2 

      

（b）σs=180 N/mm2 

      

（c）σs=270 N/mm2 

    

（d）σs=345 N/mm2 

図－11  ひび割れ図 

 

 

図－12  鉄筋のひずみ分布の計測結果 

 

 

図－13  ひび割れ間隔 L と平均ひずみの関係 





( )Ctutf  =

( )ttu f,
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ひび割れ間隔 Lmaxと，文献 5)より，最大ひび割れ間隔 Lmax

は平均ひび割れ間隔 Lavの 1.5 倍程度とされることから，

平均ひび割れ間隔を 1.5倍した値を示した。また，図－8

中に示したひび割れ間隔 Lを保持できる平均ひずみのう

ち，本供試体の鉄筋比である p=4%の場合を図－13 中に

緑線で示した。このひずみの算出の際には，コンクリー

トの引張強度の材料試験結果（ftd=2.72 N/mm2）に対して

式(3)にある養生や環境作用，収縮挙動等を考慮した構造

体中のコンクリートの引張強度のための低減係数αt と

してαt=1/1.3 を考慮している。参考として，引張強度の

低減を行わない場合（αt=1）を破線で示した。 

 図より，両引き試験の結果は，ひび割れ間隔の変化が

少ない定常ひび割れ状態の範疇に限られているものの，

ひび割れ間隔 Lを保持できる平均ひずみの算出結果と両

引き試験から確認された最大ひび割れ間隔 Lmax または

1.5・Lavと近い値を取っている。このことから，本検討で

行った τ－s－ε 式を用いたひび割れ間隔 L を保持できる

平均ひずみの算出方法により，ひずみの増加に伴うひび

割れ間隔の変化を求められる可能性が示された。ここに

示した実験との比較は限られた内容であることから，今

後は定常ひび割れ状態に至る前の初期ひび割れ状態の実

験データや，鉄筋径や鉄筋比，かぶり等の異なる条件に

対する検証を進めたい。 

 

4. 非線形有限要素解析への適用 

 2 章に示したひび割れ間隔 L を保持できる平均ひずみ

の算出方法を用いて，非線形有限要素解析によるひび割

れ幅の試算の例を示す。解析モデルは図－14に示す断面

高さ 0.3mの梁をスパン 2.9mで支持した曲げ破壊形式の

単純梁とする。図－15に載荷荷重－載荷点変位関係を示

す。非線形有限要素解析に用いる材料構成則には，学会

示方書 1）の標準「10 編 非線形有限要素解析による性能

照査」に示されている標準的な材料モデルを用いている。 

 解析モデル図－14 中に示したスパン中央とせん断ス

パン中の引張鉄筋が配置される要素の鉄筋軸方向の平均

ひずみと載荷点変位の関係を図－16に示す。図に示した

平均ひずみに応じたひび割れ間隔を，解析ケース No.1～

No.3 の条件に対して求めたひび割れ間隔－平均ひずみ

の関係（図－17）から読み取ると，図－18のとおり各要

素のひび割れ間隔の変化が得られる。なお，ひび割れ間

隔 Lの上限を定着長の 2倍とした。ここで，図－17に示

した関係は，図－8 と同様の手順により算出した。この

ときの鉄筋比 p は図－14 中に示した有効鉄筋比 pe であ

り，引張鉄筋を考慮した要素の鉄筋比を用いている。図

－8 では鉄筋比に応じてひび割れ間隔に違いが見られた

のに対して，図－17では鉄筋径が異なることの影響によ

り鉄筋比が違ってもひび割れ間隔が近い値となっている。 

 

図－14  解析モデルと配筋条件（寸法単位：mm） 

 

図－15  載荷荷重－載荷点変位関係 

 

図－16  平均ひずみ－載荷点変位関係 

 

図－17  ひび割れ間隔 L と平均ひずみの関係 

 

図－18 に示したひび割れ間隔と平均ひずみの積とし

て算出されるひび割れ幅を図－19(a)に示す。ひび割れの

開口はひび割れ発生によって生じるものであるが，コン

クリートの収縮等によってもひび割れが生じることを考

慮して引張強度に達する前の段階からひび割れ幅を示し 
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図－18  ひび割れ間隔－載荷点変位関係 

 

(a) 𝜀′𝑐𝑠𝑑を考慮しない  (b) 𝜀′𝑐𝑠𝑑=350μを仮定 

図－19  ひび割れ幅－載荷点変位関係 

 

ている。図より，定常ひび割れ状態に至る載荷点変位

3mm 程度までの範囲でひび割れ間隔が大きいことによ

る影響は，鉄筋のひずみが小さいためひび割れ幅には殆

ど表れていない。スパン中央の位置においては鉄筋降伏

に伴いひび割れ幅の急増が見られる。一方，ひび割れ幅

の算出に用いる平均ひずみの解析結果に式(1)にあるコ

ンクリートの収縮およびクリープ等の影響を考慮するひ

ずみ𝜀′𝑐𝑠𝑑として 350μを仮定して加算した結果を図－

19(b)に示す。図は，コンクリートの収縮等の影響を考慮

した場合に，定常ひび割れ状態に至るまではひび割れ間

隔が広いことによる影響が顕著に表れることを示唆して

いる。 

 

5. まとめ 

 本検討では，使用状態の構造物を対象とした非線形有

限要素解析においてひび割れ幅の算出に用いることを想

定して，鉄筋とコンクリート間の付着応力－すべり－鉄

筋ひずみ関係式（τ－s－ε式）を用いて，鉄筋軸方向のひ

ずみの増加に対する初期ひび割れ状態から定常ひび割れ

状態にわたるひび割れ間隔の変化の算出を試みた。 

 その算出結果と両引き試験結果との比較から，限られ

た比較検証ではあるものの，ひずみの増加に伴うひび割

れ間隔の変化を求められる可能性が示された。また，試

算結果を非線形有限要素解析の解析事例に適用したとこ

ろ，コンクリートの収縮等を考慮した場合に，変形の小

さな段階においてひび割れ間隔が広いことによる影響が

ひび割れ幅に顕著に表れることを確認した。 

今後は，更なる実験結果との比較検証を行う。また，

コンクリート強度や鉄筋径，かぶり厚等を変数とした試

算を進めるとともに，コンクリートの収縮・クリープ等

による影響の取扱いについて検討したい。 
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